










Creative Commons : 表示 - 非営利 - 改変禁止
http://creativecommons.org/licenses/by-nc-nd/3.0/deed.ja
























































































































































































1975予実績空 142.4 552.2 
1976予実績算 389.1 54.3 
1977議 37.59 1.6 3.29 0.2 
1978議 53.58 29.9 68.9 48.0 
1979予実績算 22.94 358.9 22.2 4.9 1.3 24.3 169.2 2.7 0.6 0.1 
1980予実績算 61.4 663.3 5.8 0.7 0.3 27.5 840.4 2.3 1.5 0.2 
1981予実緩算 26.8 1047.9 0.8 1.9 0.3 54.8 93.3 1064.8 1.9 0.9 0.04 18.6 
1982予実算績 82.1 343.6 0.2 0.05 408.1 98.ヲ 385.0 0.2 0.01 227.8 
1983予実績算 216.7 530.7 161.5 297.0 
1984予実績算 294.3 573.0 63.4 214.6 
1985予実績算 267.1 583.0 20.1 139.8 
(b) 受給者および受給事業所
雇用調整給付金
雇中用高開年発 特種用離定開不職発況給者業雇付 特地金開定域発不雇奨況用励 特求奨職励定者金広雇域用 特雇成定用金求開職発者助年度
給付金 金
1975 594吉 23900千 百人 百人 百人 百人 百人
1976 41 2010 
1977 20 1290 1 
1978 37 2046 188 7 3 
1979 21 556 412 7 8 15 
1980 40 831 1589 7 18 16 
1ヲ81 133 2664 1926 4 11 14 78 
1982 133 2554 696 938 
1守83 139 3378 1190 
1984 45 1137 1234 







4) 198，')年度実績は 4~8 月累計.
出所労働省雇用政策課調べ
資料出所:島田(1986)
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ところで，全体としての雇用保険制度は. 1947年に制定された「失業保険法」を大幅に改めて.
1974年に制定された「雇用保険法」をもとにして成立している。その大きな違いは，それまでの単
なる失業者の救済という消極的な立場でなく，失業者の発生を防ぐための制度や，再就職を容易に
するための訓練制度などを拡充し，より総合的な雇用政策を行おうとしたものである。
その費用負担は，労働者本人が標準的な給与の0.55パーセント，使用者が0.9ノぞ一セントを負担す
ることになっている。但し，使用者の0.35ノぞ一セントはいわゆる四事業(雇用安定事業・雇用改善事業・
能力開発事業・雇用福祉事業)にあてられている。前出の雇用調整助成金はこの四事業のうちの雇用安
定事業に該当する。四事業にはそのほか，雇用安定事業として特定求職者雇用開発助成金，雇用改
善事業として高年齢者雇用開発助成金，能力開発事業として生涯能力開発給付金および公共職業訓
練施設や職業訓練大学校の設置運営，雇用福祉事業として雇用促進住宅の設置運営やレクリエーシ
ョン施設の設置運営などがある。
また，失業給付自体も，本来の求職者給付に加えて就職促進給付が行われて，就職を促進するた
めのインセンティブ・メカニズムが組み込まれている。求職者給付そのものは，被保険者期間.年
齢，就職の困難度に応じて前職賃金の6割-8割が最長300臼支給されるほか，個別事情に応じた延
長給付や技能取得手当などが支給される。このように求職期間中の生活の縫持をはかった上で，就
職促進給付として，再就職手当や常用就職支度金などが早期でなおかつ良好な雇用機会を見つけた
ものに支給される仕組みになっている 3
以上，雇用保険の失業給付と四事業についてその大まかな姿を見てきたのであるが，そのいずれ
もが企業や労働者自身による自主的な対応を前提にして， もっぱらそれを程度に応じて段階的に援
助して行こうというものであることをはっきりと見て取ることができる。雇用調整助成金は，企業
に蓄積された人的資本を景気変動によって遊休したからといってすぐに離職きせないように保持さ
せようというものであり，そのために一時的に遊休になった労働者aの賃金の一部を補填しようとす
るものである c また，離職してしまった労働者については、再訓練の促進，際就職の斡旋，失業期
間中の所得補償などの方法によって，できるだけ早い機会に再就職できることを最優先として組み
立てられていて，例えば，失業給付制度の中に，通常の求職者給付の他，再就職手当や常用就職支
度金などの動機付け構造が組み込まれていることが大きな特徴である。
5. 日本的人的資源管理優先の労働市場政策の功罪
一効率主義と勤労者生活の相克一
ここまで， 日本政府の戦後労働市場に果たした役割について，その特徴をよく表すものとして調
整援助政策に注目して概観を行ってきた。そして.企業を中心としたいわば自主的な労働力資源の
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日本の経済発展・技術進歩と労働資源、政策
再配分をスムースに行うべ〈援助するとし寸政府の労働市場に対する介入姿勢は，確かに経済成長
による日本経済の規模的拡大に寄与したという点て三一定の評価はされていいだろう。しかし，今
後の日本経済を待ち受けている高齢化や労働力不足とし寸事態は，確実に経済成長の鈍化ないしは
マイナス成長が予想、される。そのとき，これまでのょっな，政府の労働市場政策のスタンスで，さ
まざまな問題が解決されるとは考えにくい。たとえば雫現在の日本経済が抱えている，労働時間短
縮であるとか，女性の就業選択と出生率の低下の問題などをとってみても，労使の調整を行うとい
う大義名分はありながら，企業側の事情を優先するとし汁妥協が少なからず行われているのが現状
である c 安定した経済成長と強固な企業内労働市場という，これまでの労働市場政策の前提条件が
大きく変わりつつあることが認識きれなければならない η なぜなら，企業が所得や能力(人的資本形
成)といったさまざまな資源配分のなかに強力に存在するために，企業の効率を優先する形での資源
配分メカニズムが依然として根強く残ってしまうからである。
そのことはすなわち，戦後の経済発展において大きな貢献をしたと評価され，国際的にも日本の
成功の秘密を探れということで注目きれてきた日本式の人的資源管理政策が，現在に至って修正を
迫られているということである。統計に現れる労働時聞が欧米の先進国に比べて年間で300-500時
間も長ししかもそれ以外に事務・営業労働者を中心にして一部ではいわゆるサービス残業が行わ
れ，その結果「過労死」などということが社会問題化されたのが数年前の景気のピークの時である。
また.将来の日本の経済を支える労働力人口が昨今の出生率の低下によって，大きく減少しその
ために年金財政など様々な社会・経済制度に多大な影響を及ぼすと予測され，現在それを回避する
ための政策が日本の国内で議論されているのである。
ただし，ここで強調しておかなければ、ならないのは，冒頭で労働市場政策は産業政策との関連な
しには論じられないとしたように，問題を解決するためには， きわめて総合的な視点と，企業内労
働市場のようなきわめて微視的な視点との両方から政策を検討する以外に望ましい解決策は存在し
ないということである。なぜなら‘戦後の日本栓済の成長過程において成立した日本的な人的資源
管理政策の成功によって， 日本経済はかつてない国際競争力を持った反面、 日本の経済・社会にお
ける企業の存在は極めて大きなものになり，企業が勤労者の所得の配分や，能力の配分についても
大きな影響力を持つに至ったからである。
そして，企業と労働者の長期的なコミットメントを前提に企業内で人材育成をするシステムは，
大きな生産性の向上を特に生産部門にもたらし， 日本の家電や自動車などの産業の国際競争力をも
たらした。しかし，大企業がこぞ、って新卒の優秀な人材の獲得競争を行ったために，優秀な人材が
過剰に大企業に集中するようになってしまったのであるむそのことは，企業を中心とした所得・能
力配分の集中メカニズムを生み出し，勤労者の生活向上や経済全体の効果的な労働力配分にとって
容易に崩しがたい足かせとなってしまっているというのが現状だからである。
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そして，それは企業と労働者の関係に留まらない。初等教育から維持される日本の横並び教育が
なかなか変わろうとしないのは，そのような教育制度から卒業生を採用する企業に、依然として横
並ぴ教育に慣らされた従順な人材を歓迎する傾向が存在するからである。つまり，長期的なコミッ
トメントの下での効率的な企業内人材育成を行うためには.採用時点でできるだけ訓練効率の高い
人材を獲得しておく必要があるからである。そのために，良好な雇用機会としての大企業に就職す
るためには，訓練効率が高いとされる有名銘柄大学への進学が前提となり，それがいわゆる受験競
争に拍車をかけることとなり，何を学ぶかということより. ¥，、かに競争に勝ち残るかが目標として
優先されることとなる 3
しかし，それは，裏返してみればパフ。ルの崩壊による自動車業界や家電業界の不振を招L、た。受
験競争の延長ともいえる，創造性めない横並びの企業聞の競争が，右肩上がりの市場動向につられ
て構造的な問題解決は先おくりにされたまま，新たな設備投資が行われーそれがパブボル崩壊の影響
をさらに深刻にした。
それは，これまでの政府が企業という枠を利用するといういわば企業まかせで労働市場を管理し
ようとしたことが，現在の日本の労働市場が抱える問題に必ずしも効果的に対応できない原因とな
っている。企業が創造的で1虫自の活動をするのはもちろん，創造的な人材を自由に労働市場で流動
させるような方策を行い、何よりも勤労者生活の望ましい姿をf晶、た上で¥むしろそれに企業を中
心とした産業のありかたを近づけようとするような，これまでの労働市場政策とは全く異なった政
府の役割が今後の日本経済に必要なのである。
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